
保育所等の利用にあたっては、保育料や給食費、バス代、文房具等に係る実費を保護者が負担します。
保育料は、階層区分、保育必要量及び世帯の状況に応じた額を決定します。階層区分は、世帯の市町

村民税所得割額（以下、所得割額という。）を基に判定します。
※原則、父母が保育料算定の扶養義務者となりますが、父母が非課税の場合は、同居する祖父母の税額
で判定することがあります。
給食費は、主食費（ごはん・パン等の費用）と副食費（おかずやおやつの費用）があり、各施設が定

めた額を施設が徴収します。所得割額、世帯の状況によっては徴収が免除となる場合があります。

（１）令和８年度の算定
９月分～翌年３月分４月分～８月分

令和８年度の所得割額で算定
（令和７年中の所得）

令和７年度の所得割額で算定
（令和６年中の所得）

（２）保育料の額

・階層区分は、住宅借入金等特別控除や寄附金控除等、適用前の金額で判定します。
・未申告等により階層区分の判定ができない場合は、保育料を最高額、副食費を徴収対象
として決定します。修正申告の場合も含め、速やかに申告し、市子育て支援課へ届け出て
ください。
・２・３号認定における月途中入退所の場合は保育料を日割りで計算します。（１号認定
⇔２号認定等の区分変更を除く。）※入所中の欠席の場合は、保育料の返金はありません。

所得割額に応じた階層区分、保育料は以下の表のとおりです。なお、幼児教育・保育の
無償化により、３歳児～5歳児（令和８年４月１日時点）は0円となります。
※２号認定・３号認定の階層区分となります。（１号認定の階層区分ではありません。）

※海外に居住しており市町村民税情報がない方は、海外勤務期間中の所得額等を市町村民税相当額
として算定し、利用料の決定及び副食費免除の対象を判定しますので、別途関係書類の提出を依頼
する場合があります。

保育料(０～２歳児)
所得割額階層区分

短時間標準時間

０円０円(生活保護受給世帯)１

０円０円(市町村民税非課税世帯)２

１６,８００円１７,０００円４８,６００円未満３

２２,６００円２３,０００円５４,６００円未満１

４

２３,６００円２４,０００円６０,６００円未満２

２４,６００円２５,０００円６６,６００円未満３

２５,６００円２６,０００円７２,６００円未満４

２６,６００円２７,０００円７８,６００円未満５

２７,６００円２８,０００円８４,６００円未満６

２８,６００円２９,０００円９０,６００円未満７

２９,６００円３０,０００円９７,０００円未満８

３３,５００円３４,０００円１２１,０００円未満１

５ ３７,４００円３８,０００円１４５,０００円未満２

４１,４００円４２,０００円１６９,０００円未満３

４５,３００円４６,０００円３０１,０００円未満６

４７,２００円４８,０００円３９７,０００円未満７

４９,２００円５０,０００円３９７,０００円以上８

4 保育料等
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②きょうだいがいる世帯

（３）保育料軽減制度

①ひとり親等の世帯のうち所得割額が77,101円未満の世帯
子どもの年齢、入所施設に関わらず２人目以降の保育料は無料となります。
ひとり親等とは、以下のいずれかに該当する世帯です。
・児童扶養手当の適用がある世帯
・ひとり親医療費助成の適用がある世帯
・障がい者手帳を有する者のいる世帯

２人目以降１人目
所得割額階層

短時間標準短時間標準
0円0円8,000円8,000円77,101円未満ひとり親等

【所得割額57,700円未満の世帯】
第一子の年齢、入所施設に関わらず、２子目は半額、３子目以降は無料となります。

※条件に該当する場合でも、所得割額が77,101円以
上の場合は、階層区分に応じた保育料を決定します。

【所得割額57,700円以上の世帯】
特定の施設に入所している児童（以下、入所児童という。）のうち、２子目は半額、

３子目以降は無料となります。特定の施設とは、以下に該当する施設です。

認可保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園、企業主導型保育事業所、児童発達支援、
医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、特別支援学校幼稚部

《就学児童を含み18歳未満の子どもが世帯に３子以上おり、所得割額97,000円未満の場合》
18歳未満の児童から数えて３子目以降の児童は、保育料軽減の対象となります。

軽減後の額は以下のとおりです。
入所児童１子目 → 保育料の３分の２の額
入所児童２子目 → 保育料の４分の１の額

～軽減の対象となる例～

・所得割額の合計は、80,000円であり、第4-6階層。
・第２子については、軽減制度には該当しないため満額(28,000円)。
・第３子については、３子目以降で、入所児童２人目であるため保育料の４分の１と
なり(7,000円)となります。

父 … 所得割額 60,000円
母 … 所得割額 20,000円
子 … 10歳（小学４年生）
子 … ２歳（保育所在園:３号認定 標準時間）
子 … ０歳（保育所在園:３号認定 標準時間）

（４）副食費の免除（実費徴収に係る補足給付費認定）
以下のいずれかの条件に該当する場合は、副食費の徴収が免除されます。

条件施設区分
・所得割額が57,700円未満の世帯
・所得割額が77,101円未満で、ひとり親等※の世帯
※児童扶養手当、ひとり親医療費助成の適用がある世帯、障がい者手帳を有する者がいる世帯
・同時就園のきょうだいから数えて３人目以降の児童

認可保育所
認定こども園（保育枠）

・所得割額が77,101円未満の世帯
・小学校３年生までのきょうだいから数えて３人目以降の児童

幼稚園
認定こども園（教育枠）

※認可保育所等の０～２歳児は、給食費（主食費・副食費）の徴収はありません。（保育料に含まれる。）

－４－

さらに



（５）保育料の納付（※「認可保育所」を利用する場合にのみ該当）

「認定こども園、地域型保育事業所」は保育料を各施設へお支払いいただくことになります
ので、ご不明な点等がございましたら、各施設へお問合せください。

・「納付書でのお支払い」又は「口座振替」があります。
※口座振替は、金融機関への申請が必要です。振替開始は、手続きから２か月程度
かかります。

・「納付書」は、市役所や金融機関、コンビニエンスストアでのお支払いのほか、
クレジットカード・スマートフォン決済アプリ等のキャッシュレス決済が可能です。

納付方法

・当該月の末日（※12月分は25日）
※納期限が土曜・日曜・祝日等で金融機関が休業日の場合は、翌営業日納期限

・期限内の納付が確認できない場合は、督促状を発送します。
・⾧期にわたり保育料の滞納がある場合は、給与や財産等の差押えや、児童手当の額
から保育料に充当を行います。
・特別な事情により保育料の納付が困難な場合は、必ず市子育て支援課へ早めにご相
談ください。

その他

認可保育所・認定こども園（保育枠）・地域型保育事業所を希望し、
入所希望日が４月１日～６月１日の方

受付終了受付開始対象者

令和７年11月21日(金)令和７年11月１日(土)

在園児（継続希望）

在園児（転園）

在園児のきょうだい

令和７年12月10日(水)令和７年11月１日(土)新規入所

申込受付

１次選考 保育の必要性の高い方から選考します。
申込順ではありません。

選考結果通知(郵送)
【１月下旬頃予定】

《入所が内定しなかった場合》

２次選考希望調査
【１月末締切予定】

《希望施設を
変更した場合》

《入所保留（空き待ち）
を希望した場合》

選考結果通知(郵送)【２月中旬予定】

《入所が内定しなかった場合》

施設での入所手続き
・施設から郵送、電話等で連絡があります。

入所保留（空き待ち）
・入所可能になった際に市から連絡します。

２
次
選
考

受付期間内に提出

５ 入所選考の流れ

【市から保護者の方へ】(郵送)
・選考後の施設の空き状況をお知らせします。
・希望施設で空きを待つか、希望施設の変更

を行うかの調査を行います。
【保護者の方から市へ】以下いずれか
・回答フォームから回答
・回答用紙を持参、郵送

《入所の内定》

２次選考で内定しなかった場合の希望施設の変更を
行うかについても調査を行います。

《入所の内定》
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